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１．定住自立圏及び市町村の名称 

（１）定住自立圏の名称 
  五島市定住自立圏 
 

（２）圏域を形成する市町村の名称 
  五島市（旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町） 

２．五島市定住自立圏共生ビジョンの位置づけ・目的 

 五島市定住自立圏共生ビジョン（以下「ビジョン」という。）は、交流人口及び定住人口

の拡大を図り、すべての市民が安心して暮らしていくことができる魅力ある定住自立圏を形

成するため、中長期的な観点から五島市定住自立圏が目指す将来像及びその実現のために必

要な具体的取組を示すものである。 

３．ビジョンの期間 

 令和４年度から令和８年度までの５年間とする。 
 なお、社会情勢やその他の状況の変化を踏まえ、必要に応じて所要の変更を行うものとす

る。 
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４．定住自立圏の将来像 

（１）圏域の状況 

当圏域（五島市）は、長崎市の西方海上約１００ｋｍに位置している五島列島の南西部に

あり、福江島をはじめとした１１の有人島と５２の無人島で構成され、平成１６年８月１日

に、福江市、富江町、玉之浦町、三井楽町、岐宿町、奈留町の１市５町が新設合併して誕生

した市です。 

福江島の西側の海岸は、東シナ海の荒波を受け海触崖がつらなり、特に大瀬崎の断崖、嵯

峨島の火山海触崖の景観は美しく、島全体の大部分が西海国立公園に指定されているなど、

豊かな自然環境を有しています。また、市内各所から旧石器時代、縄文・弥生時代の遺跡が

発見され、古い時代から人が生活を営んでいたことが推測されます。また、奈良・平安時代

以降は海外貿易の拠点として栄え、江戸時代には、キリスト教徒が新天地を求めて移住した

地域でもあります。 

気候は、対馬暖流の影響が大きく、冬は暖かく夏は比較的涼しいといった海洋性の気候区

（西海型気候区）に属した地域です。 

五島市では、進行する人口減少に歯止めをかけるため、人口の現状と将来の姿を示し、こ

れからの目指すべき将来の方向を提示した「第２期五島市まち・ひと・しごと創生人口ビジ

ョン・総合戦略」を策定し、五島市の持つ強みと地域資源を最大限活用し、良質な雇用の創

出、交流人口の拡大、子育て支援とこれらを支えるまちづくりに取り組んでいます。 

また、平成２９年４月に施行された、国境に接する離島に人が継続して居住することで、

我が国の領海や排他的経済水域を保全することを目的とした「有人国境離島地域の保全及び

特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法」に基づく「特定有人国境

離島地域社会維持推進交付金」を活用し、航路・航空路運賃の低廉化や雇用機会の拡充など、

人口減少対策に取り組んでいます。 

しかし、人口減少に歯止めはかかっておらず、加速する少子高齢化や、基幹産業である第

一次産業の高齢化や担い手不足及び雇用など、まだまだ多くの課題が残されていますが、こ

れらの課題の解決に向けて、五島市特有の豊かな資源を活かした施策の展開など、各種施策

を圏域全体が一体となって取り組んでいます。 
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（２）圏域の課題 

①良質な雇用の創出 

 五島市は、農林水産業をはじめとし、商工業、観光など多様な産業を有していますが、こ

れら地域産業を取り巻く環境は依然として厳しい状況です。有人国境離島法を活用し、起業

や事業拡大を支援することで雇用が生み出されているものの、引き続き、地域に根ざしてい

る産業を活性化させるとともに、新たな産業を育成していくことが重要です。若い世代にも

魅力がある雇用を確保していくことで、人口減少を食い止め、若者の島内定着を促し、活気

とにぎわいにあふれるまちづくりを進めていくことが求められています。 

 

②安全・安心で住みやすいまちづくり 

 少子高齢化が進行していく中で、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、質

の高い医療や介護サービスを提供する地域包括ケアシステムの推進が求められています。 

 また、近年、台風などの災害が激甚化しており、防災対策の一層の充実・強化のため、自

助・共助・公助の連携を強化し、災害に強い基盤整備を図ることが求められています。 

 

③市の内外を連携する交通網の整備 

 離島の特性上、島外との交通手段である航路・航空路は、経済活動や市民の日常生活に重

要な役割を果たしています。一方、地域間における道路整備は進められているものの、公共

交通機関の利便性など課題が残されています。利用状況と利用者ニーズを考慮した交通環境

のあり方、新しい交通形態のさらなる検討などが求められています。 

 

④豊かな自然環境の維持保全と歴史・文化の継承 

 五島市は大部分が西海国立公園に指定されるなど豊かな自然環境に恵まれており、市の魅

力を高める資源となっています。また、五島市には数多くの歴史的遺産や伝統文化も存在し

ています。この豊かな自然環境や歴史的遺産や伝統文化が世代を超えて引き継がれていくと

ともに、市民一人ひとりが、五島市を愛する心を醸成していくことが求められています。 
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（３）圏域が目指す将来像 

 我が国では、本格的な人口減少時代の到来を迎え、地方圏では大幅な人口減少と急激な少

子高齢化が進んでおり、当圏域においても、国立社会保障・人口問題研究所によると、表１

に示す通り、総人口は平成２７年（２０１５年）の３７，３２７人から令和２２年（２０４

０年）には２１，０８８人、令和４２年（２０６０年）には１０，１１５人になると推計さ

れております。 
 このような状況に歯止めをかけるべく、出生率の向上や健康寿命を伸ばすことによる自然

動態の改善と、定住人口の増加、ＵＩターンによる社会動態の改善により人口減少を抑制し、

五島市の人口を令和２２年（２０４０年）で２６，２５１人、令和４２年（２０６０年）で

１９，８６９人を確保し、持続可能な社会・経済活動の維持に向け取り組んでおりますが、

今後、高齢化の進行、生産年齢人口の減少に伴う地域の活力の低下や、保健、医療、福祉に

対する行政需要の増加による財政負担の増加が予想されます。 

また、地方分権改革により、地方公共団体にはこれまで以上に自主性や独自性が求められ

ております。このことは、地方公共団体が自らの判断と責任において行政を運営する自覚を

より強く持ち、これまで以上に個性豊かで活力に満ちた地域社会実現のため、幅広い分野で

行政能力の向上が求められております。 

このように地方を取り巻く環境が厳しくなっていく中で、当圏域が生き残るためには、第

２期五島市定住自立圏共生ビジョンでの取組をさらに推進し、圏域外への人口流出を防ぐと

ともに、圏域外からの人の流れを創出する積極的な政策を展開する必要があります。 

圏域を構成する６地域は、これまで長い時間をかけて培ってきた生活習慣や各地域の発展

に貢献した産業、文化が存在します。今後、圏域が発展していくためには、各地域が果たす

べき役割を認識し、地域間の連携を強化していくことで、圏域の一体感を醸成し、課題を解

決していく必要があります。また、圏域内の生活基盤の安定を図るためにも、これまで以上

に、各地域の資源や特性を活かした農業、漁業をはじめ、多様な産業の魅力向上と若者の島

内定着が図れるような雇用の創出を図る必要があります。 

特に、周辺地域である富江町、玉之浦町、三井楽町、岐宿町、奈留町は、農業、水産業と

もに圏域の基幹産業の振興地域として大きな役割を担っております。 

また、富江の溶岩トンネル井抗、玉之浦の大瀬崎断崖、三井楽の嵯峨島千畳敷、岐宿の魚

津ヶ崎公園、奈留の前島のトンボロなど、多くの歴史的・文化的資産を有しており、これら

の魅力的な資源を最大限に活用することにより、圏域の交流人口、定住人口を大きく拡大さ

せる可能性を秘めています。 

 このような各地域の強みを相互に連携し、最大限に活用することで、五島市に住むすべて

の人が、五島市のすばらしさを実感して日々の暮らしをおくることができるようにしていか

なければなりません。 
そして将来の五島を担う子どもたちに誇りを持って引き継いでいけるまちづくりの実現

につなげていくことを目指します。 
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表１ 

【目指すべき人口】                      （単位：人） 

出典：国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（2018（平成 30）年推計） 
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５．第２期ビジョンの主な取組の経過 

（１）生活機能の強化に係る政策分野 

医療分野では、あらゆる状況に応じた医療が受けられる体制を維持するため、医師や看

護師を確保し、周辺地域への医師派遣や、救急医療対策にかかる運営費等を支援し、圏域

住民の誰もが安心して適切な医療が受けられる医療体制の確保に取り組みました。 

また、疾病の発症や重症化を予防するため、特定健康診査の受診率の向上に取り組みま

した。 

さらに、調剤情報システムの運用により、薬の飲み合わせの事前防止や重複投薬防止を

図っており、利用効果を高めるため、住民への登録促進に取り組みました。 

実施した 

主な事業 

・救急医療体制整備事業 

・二次離島出張診療所運営事業 

・地域医療情報共有化事業 

取組成果 

・土曜日の午後、日曜日、祝日、夜間の救急医療体制の維持 

・二次離島（椛島、嵯峨島、久賀島）における歯科出張診療所の維持 

・調剤情報システムの運用により、調剤薬局による服薬情報の共有 

成果指標 

指標名 平成２８年度 令和元年度 

医師の人口１万人対率 １９．５７人 ２１．４７人 

特定健康診査受診率 ４１．２％ ４０．８％ 

二次離島出張歯科診療所開設 維持 維持 

調剤情報システム市民加入者数 １２，３６８人 １４，０１９人 

 

 

福祉分野では、安心して子育てができる環境を充実させるため、児童館や放課後児童ク

ラブの運営事業を実施しました。 

また、ファミリーサポートセンター事業などを実施することにより、地域で子育てを援

助する体制づくりに努めました。 

高齢者福祉においては、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人

生の最後まで続けることができるよう、地域包括ケアシステムの構築を推進しました。 

  障がい者福祉においては、障がい者が地域で自立した日常生活や社会生活ができるよう

に、地域生活支援事業を実施しました。 

実施した 

主な事業 

・地域子育て支援事業 

・包括的支援事業 

・地域生活支援事業 

取組成果 

・様々な保育ニーズに応じることができる体制の提供 

・高齢者への支援体制の提供 

・障がい者の生活への支援 
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成果指標 

指標名 平成２８年度 令和元年度 

子育て支援満足度 ５５．２％ ５１．３％ 

要介護認定率 ２０．６３％ １９．７８％ 

生活の満足度（五島市障がい者福祉

計画生活実態及び意識調査） 
１８．２％ ― 

 

教育分野では、世界で通用するグローバル人材の育成を目指し、小・中学校英語指導の

助手としてＡＬＴの配置や、ＡＬＴや教員の英語指導力向上を目的とした市単独外国語職

員の雇用、英語に囲まれた生活を体験するイングリッシュキャップの開催等、小学生から

の英語習得事業「プロジェクトＧ」の推進に取り組みました。また、市外から二次離島（久

賀島、奈留島）の小・中学校に児童生徒を受け入れる、「しま留学生受入事業」に取り組

みました。さらに、不登校の児童生徒を対象に教育支援教室による支援を行いました。 

実施した 

主な事業 

・プロジェクトＧ推進事業 

・しま留学生受入事業 

取組成果 
・英検ジュニアの正解率９０％（ブロンズ級） 

・しま留学生の受入 

成果指標 

指標名 平成２８年度 令和元年度 

教育環境満足度 ４３．８％ ３７．９％ 
不登校児童生徒の割合 １．１％ １．５％ 
小学６年生対象英語意識調査（英語

が好きな児童の割合） 
０人 ２５人 

児童英語検定正答率 ８７．０％ ９１．７％ 
図書貸し出し冊数（図書館、公民館） １６３，８１８冊 １５５，４８１冊 

 

産業分野では、基幹産業である第一次産業の担い手を確保するため、各関係機関と連携

し、就業希望者の受入体制の整備・充実を図るとともに、研修の実施や就業直後の生活支

援を実施しました。 

農業の振興では、圃場整備等を実施し、大規模圃場を活用した地域営農体制の確立、農

地の有効活用と農業経営の効率化を推進しました。また、畜産については、優良繁殖雌牛

の導入支援など、生産基盤の強化に取り組みました。 

水産業の振興では、漁業の基礎となる漁場の生産力向上のために、種苗放流等を実施し

ました。 

物産の振興では、東京と福岡の事務所を中心に、販路を開拓するための営業活動を強化

しました。また、農業、水産業及び商工業と連携し、地域性を活かした五島市産品のブラ

ンド化に取り組みました。 

企業誘致、起業支援及び人材育成では、地元就職希望者が市内で就職できる環境整備を

図るため、企業誘致活動を実施しました。また、有人国境離島法における雇用機会拡充事

業を活用し、雇用を創出に取り組みました。 
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実施した 

主な事業 

・農業基盤整備事業 

・離島漁業再生支援事業 

・五島産品販売促進事業 

・企業誘致促進事業 

・雇用機会拡充事業 

取組成果 

・農業、漁業の担い手確保 

・子牛平均セリ価格の上昇 

・マグロ養殖事業の展開 

・企業誘致の実現 

成果指標 

指標名 平成２８年度 令和元年度 

新規就農者数 ７人 ８人 
担い手への農地集積率 ３９．６％ ３７．７％ 
新規就漁者数（独立型） ３人 ７人 
漁業研修生数（累計） １４人 ２９人 
１経営体の平均漁獲金額 ７，１６５千円 ７，８０４千円 
大都市圏（東京・福岡）での市産品

取引店舗数 
５１件 １６８件 

新たな加工品の開発軒数 ７件 ６４件 

誘致企業数 ４社 ５社 
新規就職者数 ９２１人 ９３５人 

 

環境分野では、雑紙の拠点回収、剪定枝やし尿脱水汚泥の資源化に取り組み、ごみの処理

費用の軽減につなげました。また、海漂着物の回収を実施し、海岸線の美しい景観の保持に

努めました。 
さらに、再生可能エネルギー推進事業により、洋上風力発電の実用化や潮流発電実証事業

を実施しました。 

実施した 

主な事業 

・ごみ分別及びごみ減量化事業 

・不法投棄物等撤去事業 

・再生可能エネルギー推進事業 

取組成果 
・ごみ処理費用の軽減 

・再生可能エネルギーの推進 

成果指標 

指標名 平成２８年度 令和元年度 

ごみ１ｔ当たりの処理費用 ５８，２２５円 ３４，６７８円 
クリーンエネルギー車の普及台数 １２５台 １４２台 
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（２）結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

 道路等の交通インフラ整備については、道路施設の改良及び老朽化に伴う修繕を実施し、 

交通ネットワークを強化し、市民の利便性の向上を図った。 

実施した 

主な事業 

・市道環境整備事業 

取組成果 ・交通ネットワークの整備 

成果指標 
指標名 平成２８年度 令和元年度 

市道の改良率 ４５．８％ ４６．２％ 
 

地域公共交通については、地域の基幹交通である路線バス運行の維持・確保を図るととも 

に、新たな交通手段として電話予約制乗合タクシー（チョイソコごとう）を導入し、地域住

民にとってより利便性の高い交通体系の構築に努めました。 

実施した 

主な事業 

・新生活交通運行事業 

・路線バス維持確保事業 

・地域公共交通活性化再生事業 

取組成果 ・路線バス及び乗合タクシーの利便性の向上と効率的な運行 

成果指標 
指標名 平成２８年度 令和元年度 

陸上交通機関利用者数 ４３９，４８７人 ３８３，９８１人 
 

ICTインフラの有効活用については、地域住民に情報発信をするために自主放送番組の制

作を実施しました。また、災害緊急情報を迅速に住民に提供する体制を構築するため、防災

行政無線デジタル化整備事業を実施しました。 

実施した 

主な事業 

・自主放送番組制作事業 

・防災行政無線デジタル化整備事業 

取組成果 ・生活に密着した情報や災害時の緊急情報の提供の体制構築 

成果指標 
指標名 平成２８年度 令和元年度 

ホームページアクセス数 ７２３，０００人 ９４１，３２２人 
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地域の生産者、消費者等の連携による地産地消については、地元農産物を使った郷土料理 

教室の実施や農協などで開催されるイベントに参加し、地産地消や消費拡大に努めました。 

 また、奈留島において、なる海鮮まつりを開催し、水産物の地産地消や消費拡大に努めま 

した。 

実施した 

主な事業 

・地産地消推進事業 

・なる海鮮まつり事業 

取組成果 ・農水産物の地産地消及び消費拡大 

成果指標 

指標名 平成２８年度 令和元年度 

学校給食における地場産品（野菜）

利用量割合 
３８．２３％ ３８．０％ 

 

  体感型観光の推進については、世界遺産を巡る着地型旅行商品への支援や、旅行会社及

び各種メディアの招聘により知名度向上を図るとともに、滞在型プランの造成などに取り

組みました。また、修学旅行生を主なターゲットとして、五島の豊かな地域資源を活用し

た体験型観光の推進や五島市でのスポーツ合宿を推進するため、市外スポーツ団体への営

業活動や合宿中のサポートに努めました。 

  圏域内外の住民との交流、定住促進については、移住相談会を開催するなど移住支援員

のきめ細かな対応により、平成３０年度から令和元年度において移住者が２００人を越え

ました。 

  圏域内外の交流を促進する本土間航路の充実については、有人国境離島法における航

路・航空路運賃低廉化事業を活用し、住民の負担軽減を図り利便性の向上に努めました。 

実施した 

主な事業 

・観光客誘致拡大事業 

・スポーツ交流人口拡大推進事業 

・移住定住促進事業 

・航路・航空路運賃低廉化事業 

取組成果 

・観光入り込み客数の増加 

・スポーツ合宿団体数の増加 

・移住者数の増加 

・航路・航空路利用者数の増加 

成果指標 

指標名 平成２８年度 令和元年度 

観光入り込み客数 ２０６，５５５人 ２５２，６５７人 
スポーツ合宿の団体数 １０５団体 １２５団体 
４０歳未満のＵＩターン者の移住者

数 
４５人 １６１人 

航路利用者数 ５０２，９５６人 ５２３，７６６人 
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（３）圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 

  地域づくりに資する人材の育成については、まちづくり協議会への支援を通じて、地域

づくりのリーダーとなるべき人材の育成を図るとともに、総務省の地域おこし協力隊制度

を活用し、意欲ある人材を積極的に受け入れ、新たな視点や発想によって新たな価値の創

出や地域の活性化を図りました。 

実施した 

主な事業 

・地域の絆再生事業 

・地域おこし協力隊事業 

・産官学連携交流事業 

・市民と協働してまちづくりが行える職員の育成 

取組成果 
・まちづくり協議会における人口減少、少子高齢化を見据えた活動の実施 

・地域おこし協力隊の定住率の向上 

成果指標 

指標名 平成２８年度 令和元年度 

絆交付金による地域の特性を活かし

たまちづくり活動件数 
３４件 ３６件 

地域おこし協力隊の定住率 ２２．２％ ４７．０％ 
地域課題解消に向けた大学との連携

事業数 
７件 ２件 

窓口サービス市民満足度 ８４．６％ ８５．４％ 
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６．第３期ビジョンにかかる課題、主な取組 

（１）生活機能の強化に係る政策分野 

① 医療 

 ■ 住民が医療を受けることができる体制を維持するため、引き続き医師や看護師の確保

を図るとともに、関係機関と連携していく。また、オンライン診療や遠隔服薬指導を行

うことで、住民の利便性の向上を図る。 

 ■ 圏域内の医療資源を有効に活用するため、調剤情報システムとあじさいネットの連携

を行い、県内医療機関で情報共有を行う。また、システムの利用効果を高めるため、市

内の医療機関や薬局での登録促進に取り組む。 

 

② 福祉 

 ■ 子育て支援については、放課後児童クラブの運営支援やファミリーサポートセンター

事業などにより、さまざまな保育ニーズに応えられる体制づくりを行い、安心して子育

てができるように取り組む。 

 ■ 高齢者がいつまでも住み慣れた地域で暮らし続けることができる「地域包括ケアシス

テム」の構築を推進する。 

 

③ 教育 

 ■ 英語教育については、ＡＬＴやＩＣＴ機器を十分に活用し、英語学力向上の取組を推

進する。また、大学入試を視野に入れた指導強化を図る。 

 ■ スクールカウンセラー等を活用し、相談体制の充実を図る。 

 ■ 図書館機能の充実については、地域の生涯学習拠点として活性化を図る。また、各地

区の公民館図書室等と相互に連携することにより、サービスの充実を図る。 

 

④ 産業振興 

 ■ 農林業の振興については、新規就農や定着を図るために技術習得や所得の確保等の支

援を行い、担い手の確保につなげていくとともに、農地の集積などにより、経営の合理

化と規模拡大を促進する。また、畜産においては、繁殖雌牛の導入を支援し、経営の安

定化を図る。 

 ■ 水産業の振興については、漁業就業のための技術研修や生活支援、独立後の経営支援

をすることにより、担い手の確保につなげるとともに、種苗放流などの漁場の生産力向

上の取組を行う。 

 ■ 特産品の販路の開拓及び拡大については、五島フェアの開催やバイヤー等の招聘によ

り商談機会を創出し、ブランド化と販路拡大につなげる。 

 ■ 企業誘致、起業支援及び人材育成については、誘致企業に対して固定資産税の課税免

除等の支援をすることにより、企業誘致の推進を図るとともに、有人国境離島法の雇用



13 
 

機会拡充事業を活用し、創業や事業拡大を支援することで雇用の創出を図る。また、特

定地域づくり事業協働組合を支援することで、事業者の人手不足の解消を図り、地域経

済の活性化を図る。 

 

⑤ 環境 

 ■ 広域的なごみ処理施設等の管理及び運営については、ごみの減量化やリサイクルの推

進を図る。また、リユースフェアや生ごみ処理機等の購入を支援し、ごみの発生抑制を

図る。 

 ■ 環境に優しいまちづくりについては、２０５０年にゼロカーボンシティの実現を目指

すため、再生可能エネルギーの推進や省エネルギーにつながる取組の啓発活動を実施す

る。 

 

⑥ 防災 

 ■ 防災行政無線など、有事の際に住民が安全に避難できるよう情報伝達手段を確保し、

自助・共助・公助の観点から住民と行政が連携した防災体制の充実を図る。また、各避

難所に備蓄品を配備し、避難所の環境を整える。 

 

（２）結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

① 道路等の交通インフラの整備 

■ 道路環境の整備により交通ネットワークを強化し、市民の利便性の向上を図る。 

 

② 地域公共交通 

■ 地域の基幹交通である路線バスの運行を維持・確保するとともに、電話予約制乗合タ

クシー「チョイソコごとう」の活用など、圏域の住民の交通手段の確保と利便性の向上

を図り、持続可能な交通体系の整備を図る。 

 

③ デジタル・ディバイドの解消へ向けたＩＣＴインフラ整備 

■ ５ＧなどのＩＣＴインフラ整備を進めるとともに、住民がいつでも等しく情報を享受 

できるようにスマートフォンの講習会を行うなど、全ての市民がデジタル化の恩恵を受 

けることができる環境を構築する。 

 

④ 地域の生産者や消費者等の連携による地産地消 

■ 学校や病院などと連携し、地元農水産物の利用することで地産地消を推進する。また、 

地産地消のイベントでのＰＲや市内学校での郷土料理普及活動に取り組む。 
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⑤ 地域内外の住民との交流・移住促進 

■ 地域内外の住民との交流及び移住促進については、五島市の移住情報や暮らしに関す

る情報を移住希望者に幅広く発信するとともに、移住相談会の実施や空き家バンクの運

営などに取り組み、移住につなげる。 

 

⑥ その他 

 ■ 滞在型観光の推進については、世界遺産やジオパークなどの地域資源を活用し、魅力

的な旅行商品の造成や、もう１泊してもらうための滞在型プランの企画・開発に取り組

む。 

 ■ 圏域内外の交流を促進する本土間航路・航空路の充実については、有人国境離島法の 

航路・航空路運賃低廉化事業を活用し、住民生活の利便性の向上を図る。 

 

（３）圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 

① 地域づくりに資する活動の促進 

 ■ 「地域の絆再生事業」の実施など、まちづくり協議会を中心に地域の特色を活かした

まちづくりを行えるよう支援を行っていく。また、地域おこし協力隊を配置し、地域内

に外部の視点や新たな発想を取り入れ、地域活性化につなげる。 

■ 外部人材の活用については、長崎大学と連携して寄附講座「離島・へき地医療学講座」

を開講し、五島中央病院内に「離島医療研究所」を設置することで、地域医療教育と離

島医療に関する調査・研究を行い、地域人材の育成を図る。 

■ 職員の育成については、職責や職務に応じた効果的な研修を実施するとともに、本庁

と支所の連携により事務の効率化を図り、行政サービスの向上につなげる。 
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 ７．定住自立圏形成方針に基づき推進する具体的な取組 

（１）生活機能の強化に係る政策分野 
① 医療 
（ア）地域医療体制の充実 
 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

医師数の人口１万人対率 
２１．４人 

２０２０（令和２）年度 

２１．４人 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 救急医療体制整備事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎救急医療在宅当番医制委託料 

一次救急医療体制の確保を図るため、五島医師会へ在宅当番医制を委託することにより、

二次救急を担う中核病院の負担軽減を図る。 

◎救急医療対策事業運営費支援 

五島中央病院、富江病院、奈留医療センターに救急医療対策にかかる運営費を支援するこ

とにより、圏域内の二次救急医療体制の充実を図る。 

◎救急患者移送医師謝礼金 

圏域内の救急医療体制で対応できない重篤患者を本土へ搬送する体制の維持確保を行う。 

成果目標 
圏域の救急医療体制を確保することで、圏域住民の誰もが安心して適切な医療が受けること

ができる救急医療体制を確保する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

40,590 40,590 40,590 40,590 40,590 205,750 

国県補助事業等の名称、補助率等 

長崎県救急患者輸送対策費補助金（県：１/２） 

 
 
 
 

【形成方針】 

圏域における二次救急医療の役割を担う五島中央病院、富江病院及び奈留医療センターとその他

医療機関の相互の役割分担、効率的な機能分化、病病連携及び病診連携を促進することにより、医

療機関の負担の軽減や地域救急医療体制の整備を図る。 
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具体的な事業 

事業名 離島医師等医療従事者確保対策事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、 

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎医師給与増嵩経費負担金（五島中央病院・富江病院・奈留医療センター） 

 離島での医師確保対策として、過去 3 年間の全国公立病院の平均給与月額と長崎県病院企

業団の平均給与月額との差を一定の基準とし、医師数を乗じた額の１／２を負担すること

により、医師の定着、長期赴任を図る。 

◎医療従事者養成経費負担金（看護師修学資金） 

 五島中央病院の看護師確保対策として、大学、専門学校に修学する経費（授業料、入学金、

実習費、教科書購入費、生活費）を貸与することにより、看護師の確保を図る。 

成果目標 人的確保に苦慮する離島の中核病院医師や看護師の継続的かつ安定的な確保に繋げる。 

事業費 

（千円） 

R4 R5 R6 R7 R8 計 

101,652 101,652 101,652 101,652 101,652 508,260 

国県補助事業等の名称、補助率等 
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（イ）医師派遣、巡回診療体制の構築 
 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

医師を派遣してくれる機関 

（長崎大学、離島医療研究所、福江南松

歯科医師会、五島市医師会、長崎県病院

企業団） 

５機関 

２０２０（令和２）年度 

５機関 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 診療体制確保事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎医師派遣診療業務委託料 

診療所の医師長期不在時に、五島中央病院及び長崎大学から医師を派遣することで、医師

の確保を図り地域における医療体制を確保する。 

◎歯科医師派遣謝礼金 

二次離島の歯科診療所に、長崎大学歯学部及び福江南松歯科医師会より歯科医師を派遣す

ることで、二次離島地区の診療体制を確保する。 

成果目標 

慢性的な医師不足に陥っている周辺地域の医療機関の医師確保を図る。また、圏域内の医療

機関が役割を分担し、連携を促進することにより、限られた医療機関を有効に活用し、地域

医療体制を確保する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

10,625 10,625 10,625 10,625 10,625 53,125 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 
 
 
 
 

【形成方針】 

圏域内の医療サービスの格差をなくすため、五島中央病院や長崎大学から周辺地域の病院、診療

所へ専門医や宿直医を派遣し、周辺地域における医療体制を支援する。 

また、歯科医師がいない久賀島、椛島、嵯峨島地区の出張診療所において、長崎大学歯学部、福

江南松歯科医師会と連携しながら診療体制を確保する。 
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（ウ）地域共有電子カルテ等を活用したネットワークシステムの構築 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

調剤システム市民加入者割合 
３９．４％ 

２０２０（令和２）年度 

４５．０％ 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 地域医療情報共有化事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎調剤情報システム活用事業 

 圏域内の医療資源を有効に活用するため、医療機関や介護施設、行政機関をネットワーク

化し、調剤情報を共有できるシステムを構築する。 

成果目標 

あじさいネットを活用した病診連携システムや病院、診療所、保険調剤薬局等が連携した調

剤情報共有システムなど、地域医療が連携し、圏域全体で支えていくことができるシステム

を構築する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

4,301 4,301 4,301 4,301 4,301 21,505 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

地域内の医療資源を有効に活用するため、医療機関に限定せず幅広い分野（保健施設、介護施設、

薬局等）による電子ネットワークを構築し、地域共有電子カルテによる病診連携システムや病院、

診療所、保険調剤薬局等が連携したオンライン服薬指導システムなど、地域医療が連携することに

より、地域全体で支えていくことができるシステムの構築を図る。 
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（エ）オンライン診療と遠隔服薬指導の実用化 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

医療サービスの充実度 
３８．４％ 

２０２０（令和２）年度 

５０．０％ 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 オンライン診療体制確保事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎オンライン診療体制確保事業 

オンライン診療及び服薬指導の継続や、五島中央病院と長崎大学が連携し遠隔サポートに

よる高度専門医療を提供できる体制を構築する。また、各地域の医療機関にオンライン診

療の導入を検討する。 

成果目標 
オンラインを活用し、各地域の医療提供体制を確保する。また、長崎大学との遠隔サポート

により高度専門医療を提供できる体制を確保する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

228 228 228 228 228 1,140 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

医師がいない黄島、嵯峨島において、伊福貴診療所と三井楽診療所と連携し、オンラインによる

診療及び服薬指導を行う。 

また、オンラインを活用し、五島中央病院と長崎大学が連携して本土と変わらない画像診断等を

可能とすることにより、住民の医療体制の確保及び利便性を図る。 
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② 福祉 
（ア）子育て支援体制の充実 
 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

子育て支援満足度 
４１．０％ 

２０２０（令和２）年度 

６３．８％ 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 児童健全育成事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎児童館運営事業 

子どもに健全な遊びを提供するとともに、安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地方 

の人材の参画を得て、児童の健全育成を推進する。 

◎放課後児童クラブ運営事業 

放課後児童クラブの運営に係る経費の一部を助成し、地域における放課後児童の適切な遊 

び場や生活の場を確保する。 

成果目標 
地域において、子どもたちが放課後に勉強やスポーツ、文化活動、地域住民との交流活動等 

に取り組むことができる環境づくりを推進する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

105,612 105,612 105,612 105,612 105,612 528,060 

国県補助事業等の名称、補助率等 

子ども・子育て支援交付金（放課後児童クラブ運営事業分） （国：１／３、県：１／３） 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

子どもを安心して育てることができる環境づくりを進めるため、地域子育て支援センター、ファ

ミリーサポートセンター等を活用するとともに、保護者に対する支援や地域で活動する子育て支援

団体への援助など、地域全体で子育てを支援する地域ネットワークの充実を図る。 

また、各地域の保育ニーズに応じたきめ細かな保育サービスの提供を行い、多様な保育サービス

の充実を図る。 



21 
 

具体的な事業 

事業名 地域子育て支援事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎地域子育て支援事業委託料 

市内の地域子育て支援センター（地域子育て支援拠点施設）において、子育て家庭におけ 

る育児不安等の相談・指導や子育てサークル等への支援をはじめ、地域の保育ニーズに応 

じた子育て支援を実施する。 

◎特別保育事業（延長・一時・病後児事業・実費） 

地域における子育て家庭の実情に応じ、保育時間の延長、一時保育、病後児保育、保護者

の物品の購入に要する費用の助成を実施し、保護者負担の軽減を図る。 

◎ファミリーサポートセンター事業委託料 

子どもを安心して育てられる地域づくりを進めるため、育児及び家事の援助を依頼したい 

人と手伝いたい人とを会員として登録し、会員相互間で育児、家事を助け合う子育てファ 

ミリーサポートセンターの運営を行う。 

成果目標 
地域の実情や就労形態の違いによる様々な保育ニーズに応えられる体制づくりを推進し、子

育てをしている家庭が地域で安心して子どもを育てることができるようにする。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

81,862 81,862 81,862 81,862 81,862 409,310 

国県補助事業等の名称、補助率等 

子ども・子育て支援交付金（地域子育て支援拠点事業、延長保育事業、一時預かり事業、病後児事業、実費

徴収事業、子育て援助活動支援事業）（国：１／３、県：１／３） 
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具体的な事業 

事業名 子育て家庭支援事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎離島地域安心出産支援事業 

産科医療機関が未設置の離島地域に住む妊婦の出産にかかる費用を助成し、離島地域に住

んでいても安心して出産できるよう支援する。 

◎妊産婦相互援助活動費助成金 

妊産婦が育児、家事の支援を受けた場合にその費用の一部を助成することにより、産前、 

産後の安心と健やかな母体の回復を図る。 

◎病児・病後児相互援助活動費助成事業 

中学校就学前の病児及び病後児の子どもの育児等に要する費用の一部を助成することによ 

り、育児を安心してできる環境整備を図る。 

◎乳幼児・子ども福祉医療費助成事業 

高校生までの子どもを対象に、医療費の一部または全部を助成することにより、保護者の 

経済的な負担軽減を図る。 

成果目標 
地域の実情や就労形態の違いによる様々な保育ニーズに応えられる体制づくりを推進し、子

育てをしている家庭が地域で安心して子どもを育てることができるようにする。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

45,325 45,325 45,325 45,325 45,325 226,625 

国県補助事業等の名称、補助率等 

長崎県福祉医療費補助金（乳幼児福祉医療） 
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（イ）高齢者福祉の充実 
 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

要介護認定率 
１９．２％ 

２０２０（令和２）年度 

１９．９％ 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 介護予防・日常生活支援総合事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎介護予防・生活支援サービス事業 

介護保険事業所による訪問型サービス・通所型サービスに加え、その他の生活支援サービ

ス、地域の社会資源やニーズに即したサービスを提供し、高齢者の自立支援や要介護度の

重度化防止を促進する。 

◎一般介護予防事業 

高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体の通いの場を充実さ

せるとともに、要介護状態になっても生きがい・役割をもって生活できる地域の実現に向

け、自立支援に資する取組を推進する。 

成果目標 
高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して自分らしい生活を送ることができるよう、介

護予防に向けた取組を実施する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

242,169 251,169 251,169 251,169 251,169 1,246,845 

国県補助事業等の名称、補助率等 

地域支援事業交付金（国：25.0％、県：12.5％、その他：50.0％） 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

地域包括支援センターが各支所、在宅介護支援センター等と連携し、情報提供、相談対応、サー

ビス調整、地域での見守りなど、地域で支える環境づくりに努め、高齢者が可能な限り住み慣れた

地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・サー

ビス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進する。 
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具体的な事業 

事業名 包括的支援事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎地域包括支援センターの運営 

第１号介護予防支援事業、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジ

メント支援業務を行う。 

◎在宅医療・介護連携推進事業 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人

生の最後まで続けることができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療

機関と介護事業所等の関係者の連携を推進する。 

◎生活支援体制整備事業 

まちづくり協議会、社会福祉法人、民生委員等と連携し、高齢者の居場所づくりや地域の

支え合いの体制づくり、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加

を推進する。 

◎認知症総合支援事業 

認知症になっても本人の意思が尊重され、出来る限り住み慣れた地域の良い環境で暮らし

続けられるために早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築する。また医療・介護等の

連携強化による、地域における支援体制の構築と認知症ケアの向上を図る。 

成果目標 
地域包括支援センターを中心に、高齢者の心身の健康の維持、保健・福祉・医療の向上、生

活の安定のための必要な援助や支援を包括的・継続的に実施する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

72,655 72,368 72,368 72,368 72,368 362,127 

国県補助事業等の名称、補助率等 

地域支援事業交付金（国：38.5％、県：19.25％、その他：23.0％） 
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具体的な事業 

事業名 在宅での生活を支える事業（任意事業） 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎介護給付費等適正化事業 

介護給付費について、利用者にその費用を通知することにより、介護保険制度の相互扶助

の制度を理解してもらい、利用の都度の保険料負担について周知することで、介護給付の

過度の利用を抑制し、介護給付費の適正化に努める。 

◎家族介護支援事業 

 家族介護教室、家族介護慰労金支給事業、紙おむつ支給事業 

◎その他の事業 

住宅改修支援事業助成金、配食サービス事業、認知症サポーター等養成事業、ショートス

テイ事業、小離島地区高齢者自立支援事業、成年後見制度利用支援事業 

成果目標 
在宅で要介護（要支援）認定者等を介護する家族の精神的・経済的負担の軽減を図る。また、

高齢者が日常生活において自立した生活をおくることができる環境づくりを推進する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

24,469 24,469 24,469 24,469 24,469 122,480 

国県補助事業等の名称、補助率等 

地域支援事業交付金（国：38.5％、県：19.25％、その他：23.0％） 
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（ウ）障がい者福祉の充実 
 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

グループホーム体験利用者数 
０人／年 

２０２０（令和２）年度 

３人／年 

２０２４（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 地域生活支援拠点の整備 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎地域生活支援拠点の整備 

障がい者等が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、障がい者等の重度化・高齢化や「親

亡き後」を見据え、地域生活で障がい者等やその家族の緊急事態に対応するために地域生

活支援機能の強化を図ることを目的に、「相談」「緊急時の受け入れ・対応」「体験の機会・

場の提供」「専門的人材の確保・養成」「地域の体制づくり」の５つの機能を整備し、障が

い者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制づくりを実施する。 

成果目標 
地域の実情に応じた地域づくりのために、必要な機能を満たしているか年１回以上検証・検

討し、五島市自立支援協議会にて報告する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

0 0 0 0 0 0 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

障がい者が住み慣れた地域で、安心して生活できるように、障がい者の高齢化・重度化や「親亡

き後」を見据え、障がい者やその家族の緊急時にも迅速に対応できる相談、受入支援体制の充実を

図る。 

また、親元からの自立を促すために、グループホーム等の障害福祉サービスの利用や一人暮らし

体験の機会を提供する。 
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具体的な事業 

事業名 相談支援事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎相談支援事業 

障がい者等が障害福祉サービス、その他のサービスを利用しつつ、自立した日常生活又は 

社会生活を営むことができるよう、地域の障がい者等の福祉に関する問題について、情報 

の提供及び助言、その他の便宜を供与するとともに、関係機関との連絡調整を行う。 

成果目標 
障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要となる支援を実

施する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

11,900 11,900 11,900 11,900 11,900 59,500 

国県補助事業等の名称、補助率等 

地域生活支援事業費補助金（国 1/2 以内、県 1/4 以内） 
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③ 教育 
（ア）教育力の向上及び教育環境の整備 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

教育環境満足度 
３４．９％ 

２０２０（令和２）年度 

７６．１％ 

２０２６（令和８）年度 

ＣＥＦＲ（外国語コミュニケーション能

力指標）のＡ１レベル以上の生徒率 

６０．４％ 

２０２０（令和２）年度 

７０．０％ 

２０２６（令和８）年度 

 
具体的な事業 

事業名 ＩＣＴ教育強化事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎ICT 教育強化事業 

学校教育において、国のGIGAスクール構想で整備された端末を有効に活用することが求め

られる。ICT支援員を学校へ派遣することにより教職員の現場での負担を軽減しながら、ICT

活用指導力の向上に向けた取組を行う。 

成果目標 教員一人当たりのＩＣＴ機器活用頻度を向上する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

8,580 10,479 17,199 13,119 10,479 59,856 

国県補助事業等の名称、補助率等 

ふるさとづくり寄付金 

 

 

【形成方針】 

国の GIGA スクール構想による児童生徒への１人１台の端末（タブレット）を学校における活用

だけでなく、家庭での学習や保護者との連携ツールとしても活用を拡大していく。 

また、長崎大学との連携により、地域資源の効果的な活用と魅力ある学校づくりの推進を図ると

ともに、児童及び生徒の国際的なコミュニケーション能力の向上や圏域内における地域格差のない

教育環境の整備を行う。 

さらに、不登校の児童及び生徒に対して、集団生活に適応する力を育むため、教育支援教室の機

能を充実し、学校復帰や社会的自立ができるような支援体制の充実を図る。 
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具体的な事業 

事業名 プロジェクトＧ推進事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎語学指導等を行う外国青年招致事業 

小中学校の外国語活動における指導助手としてＡＬＴ７名を配置し、日本以外の文化や言

語を持つ人と触れ合いながら国際的なコミュニケーション能力が高められるよう、学習環

境の充実を図る。また、ＡＬＴの授業力向上や授業内容の統一などを行うＡＬＴ指導員を

雇用することにより児童生徒に適したふれあいができるように導く。 

◎イングリッシュキャンプ事業 

小中学生それぞれの発達段階に応じた英語を使って活動や交流を行う。学習した内容を実

際の活動に活かすことにより、喜びや楽しみが生まれ英語学習への意欲向上につなげる。 

成果目標 
児童生徒の国際的コミュニケーション能力の向上や圏域内における地域格差のない教育環境

の整備を図る。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

40,346 40,224 40,800 39,351 41,101 201,822 

国県補助事業等の名称、補助率等 

長崎県市町振興共同事業助成金、ふるさとづくり寄付金 

 

具体的な事業 

事業名 教育支援教室設置事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎教育支援教室設置事業 

心理的・情緒的原因等による不登校児童生徒に対し、教育支援教室を設置している。教員

免許を持つ指導員が個別や小集団での相談・指導を行いながら、学校への登校を支援し、

集団生活に適応する力を育む。 

成果目標 
児童生徒が、教育支援教室において、集団生活に適応する力を育み、学校復帰や社会的自立

に向けた支援体制を維持する。遠方の利用者に対しては指導員の派遣を行う。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

6,566 6,566 6,566 6,566 6,566 32,830 

国県補助事業等の名称、補助率等 
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（イ）図書館機能の充実 
 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

図書貸し出し冊数（図書館・公民館） 
１２７，３２１冊 

２０２０（令和２）年度 

２１６，０００冊 

２０２６（令和８）年度 

 
具体的な事業 

事業名 図書館管理運営事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎図書館管理運営経費 

 市民の学習の場として、学習活動及び文字、活字文化の振興を図るため、図書館資料の充

実をはじめ、公民館等と連携しより良い図書館サービスの提供に努める。また、市内周辺

地域には、移動図書館車を定期的に運行し、図書館サービスの充実を図る。 

◎公民館図書室連携経費 

 図書館の利用が不便な奈留地区を対象に、利用窓口を常設し、図書館から公民館図書室へ

まとまった数の図書を定期的に配本、入替を行うなど利用者の利便性を確保し、公民館図

書室の活性化を図る。 

成果目標 
市内全域で図書館サービスの充実を図り、本館を中心に周辺地域には移動図書館車を活用し、

利用者・貸出冊数を増加させる。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

79,273 46,032 41,354 41,404 41,354 249,417 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 
 
 
 
 
 
 

【形成方針】 

市立図書館及び各地区公民館図書室等の充実を図るともに、相互の連携により地域の生涯学習拠

点として活性化を図る。また、県立図書館をはじめとする県内外の図書館との相互協力により、サ

ービスの充実を図る。 
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④ 産業振興 
（ア）農林業の振興 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

新規就農者数 
１５人／年 

２０２０（令和２）年度 

１０人／年 

２０２６（令和８）年度 

担い手への農地集積率 
３７．７％ 

２０２０（令和２）年度 

４６．０％ 

２０２６（令和８）年度 

耕作放棄地面積 
３９７．１ｈａ 

２０２０（令和２）年度 

４２０．０ｈａ以下 

２０２６（令和８）年度 

繁殖雌牛飼養頭数 
４，９７６頭 

２０２０（令和２）年度 

５，２００頭 

２０２６（令和８）年度 

有害鳥獣による農産物被害額 
１１，１７１千円 

２０２０（令和２）年度 

７，４５０千円 

２０２６（令和８）年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【形成方針】 

農業生産の基盤を整備し、多くの優良農用地を確保、集積することにより、農業生産性の向上や

効率的かつ安定的な農業経営に取り組むことができる環境整備を図る。 

また、将来にわたる持続的な農林業を展開するため、耕作放棄地の解消や担い手の確保、育成及

び農林業者への支援体制の強化、充実を図りながら、地域の特性を活かした収益性の高い農林業経

営の確立を図る。 

特に、規模拡大が進んでいるブロッコリー、高菜等の地域振興作物の一層の生産拡大や繁殖雌牛

をはじめとする畜産の振興を図る。 
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具体的な事業 

事業名 農業基盤整備事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、 

旧三井楽町、旧岐宿町 

事業概要 

◎土地改良区運営事業 

 土地改良事業の円滑な推進と農業者の負担の軽減を図るため、土地改良区等に対し、土地

改良事業等補助金を交付する。 

◎経営体育成基盤整備事業 

 農業生産条件の悪い農地の圃場整備事業や優良農地の保全事業、さらに大型作業機械体系

を可能とする畑作地帯の整備事業を実施し、大規模圃場を活用した地域営農体制を確立す

る。 

◎農業経営高度化支援事業 

 農業基盤の計画的な整備により農業の生産性の向上と農用地の効率的利用を促進するた

め、基盤整備事業実施土地改良区に対し支援金を交付する。 

成果目標 
担い手農家への農地集積などにより、経営の合理化、規模拡大が促進され、大規模圃場を活

用した地域営農体制が確立する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

41,906 138,356 105,846 117,769 61,956 465,833 

国県補助事業等の名称、補助率等 

農山漁村地域整備交付金・農業競争力強化基盤整備事業（田整備 国：５５％、県：３０％） 

水利施設等保全高度化事業（畑整備 国：５５％、県：３０．５％） 

農業経営高度化支援事業（田整備 国：５５％、県３０％  畑整備 国：５０％、県３３％） 
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具体的な事業 

事業名 新規就農者育成総合対策事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦

町、旧三井楽町、旧岐宿町 

事業概要 

◎経営発展支援事業 

 就農時に５０歳未満の認定新規就農者を対象に、機械・施設、家畜を導入などの経費に対

して支援を行う。  

※事業費上限 1,000 万円（経営開始資金を受ける者は、500 万円）  

◎経営開始資金 

就農時に５０歳未満の認定新規就農者に対し、年間１５０万円、最大３年間の資金を助成

する。 

成果目標 
新規就農者や経営継承者が農業を開始するにあたっては、技術の習得や所得の確保等が課題

となっていることから、支援を行うことにより、就農意欲の喚起と定着を図る。 

事業費 

（千円） 

R４ R５ R６ R７ R８ 計 

36,750 36,750 36,750 36,750 36,750 183,750 

国県補助事業等の名称、補助率等 

新規就農者育成総合対策事業（経営発展支援：国 1/2、県 1/4 経営開始資金：国 1/2） 
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具体的な事業 

事業名 繁殖雌牛導入支援事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町 

事業概要 

◎優良雌牛導入事業 

 優良な繁殖雌牛の増頭及び子牛価格の上昇のため、農協が行う繁殖雌牛貸付牛導入にかか

る農家負担分の一部を補助する。 

◎家畜農協等有導入事業 

 肉用牛資源の維持拡大により畜産経営の安定を図るため、農協等が行う繁殖雌牛貸付牛導

入にかかる農家負担分の一部を補助する。 

◎家畜特別導入型事業 

 肉用牛資源の維持拡大により畜産経営の安定を図るとともに、高齢者等の福祉の向上に資

するため、市が繁殖雌牛を計画的に購入し、農業者に一定期間無償で貸し付けた後、譲渡

する。 

成果目標 
市内繁殖雌牛の導入を支援し、市内繁殖雌牛頭数の維持・拡大を推進することで、畜産農家

の経営の安定化を図る。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

71,827 71,827 71,827 71,827 71,827 359,135 

国県補助事業等の名称、補助率等 

地方創生推進交付金、長崎県家畜導入事業費補助金、五島市家畜導入事業基金（長崎県分） 
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具体的な事業 

事業名 耕作放棄地対策事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎椿植栽推進事業 

 古くから地域に自生し、五島市の土壌にあった椿の苗を、耕作放棄地に植栽することによ

り、耕作放棄地の解消と搾油作物としての振興を図る。 

成果目標 
耕作放棄地の解消を図り、土地の有効活用を促進させ、椿を活用した新たな地域振興施策を

展開する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

3,144 3,144 3,144 3,144 3,144 15,720 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

具体的な事業 

事業名 有害鳥獣対策事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎農産物等有害鳥獣（シカ、カラス、イノシシ、タイワンリス）対策事業 

有害鳥獣の田畑への侵入による農産物被害を防ぐため、防護柵を設置する。又、有害鳥獣

の棲息域の拡大防止と棲息数の減少を図るために、拡散防止柵による鳥獣との棲み分けを

行い、捕獲駆除を実施する。 

成果目標 
地域住民が連携して有害鳥獣対策に取り組むことにより、農産物被害及び人的被害の減少を

図る。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 475,000 

国県補助事業等の名称、補助率等 

鳥獣被害防止総合対策事業費補助金 
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具体的な事業 

事業名 林業就業にかかる担い手対策支援事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎五島市森林づくり担い手対策事業費補助金 

 林業就業者の安定的な確保を目的として、五島森林組合の作業員のうち現場作業に従事し

た日数が年間 180 日以上の者に対し、社会保険料・雇用保険・中小企業退職金等に係る経

費の一部を支援する。 

◎林業従事者研修・資格取得支援事業費補助金 

 林業就業者及び林業技術者の確保と育成を目的として林業事業体の従事者が島外で受講す

る研修等に参加する際の旅費（宿泊費含む）の一部を支援する。 

成果目標 

雇用者数（現場作業員）を増加させる。 

基準年 R2 年度：13 名（現場作業員数）  

実 績 R3 年度：14 名（現場作業員数）  

計 画 R4 年度：15 名（現場作業員数） ※R5 年度以降は未定 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

6,480 6,525 6,469 6,469 6,469 32,412 

国県補助事業等の名称、補助率等 

五島市森林づくり担い手対策事業費補助金（2/3 以上） 

五島市林業従事者研修・資格取得支援事業費補助金（1/2 以内） 
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（イ）水産業の振興 
 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

新規就漁者数（独立型） 
４人／年 

２０２０（令和２）年度 

４人／年 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 漁業後継者育成事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎漁業就業事前体験講習会の開催、研修生に対する生活費支援、独立後の経営支援 

市、漁協等関係機関により協議会を設置し、受入体制の整備や相談窓口機能の充実を図り、

体験漁業の実施や指導者への支援等を行うとともに、技術研修期間中に新規就業者に対し

て生活費の一部を助成する。また、独立後の新規漁業就業者の漁業経営状況が厳しいこと

から定着化と出漁機会の増大を図るため、漁業経費の一部を支援する。 

◎漁船取得リース事業 

新規漁業就業者の円滑な着業や漁家子弟の独立操業を図るため、漁船リース事業を行い、

漁船取得の際、初期投資の抑制を図る。 

 

成果目標 
新規集漁業就業者の円滑な着業、漁家子弟の独立操業を支援し、漁業生産の維持と漁村の活

性化を図る。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

38,120 38,120 38,120 38,120 38,120 190,600 

国県補助事業等の名称、補助率等 

ひとが創る持続可能な漁村推進事業費（県：1/2） 

離島漁業再生支援交付金（国：1/2、県：1/4） 

 

 

 

 

【形成方針】 

担い手の育成・確保を図るため、漁家子弟者の確保を積極的に推進するとともに、移住希望者を

対象に漁業の魅力発信や、新規就業希望者の受入体制の整備を積極的に展開する。 

また、漁場の整備や磯焼け対策及び種苗放流により、水産資源の回復を図る。 

さらに、水産物価格の向上のため、鮮度保持対策のほか活魚出荷や加工等により、付加価値の向

上を図る。 
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具体的な事業 

事業名 離島漁業再生支援事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎離島漁業再生支援事業 

離島漁業の活性化を図ることを目的として、漁業集落が行う漁場の生産力の向上や創意工

夫を活かした新たな取り組みを下支えするための支援を行う。 

また、雇用を創出するための取組として、水産物等の地域資源を活用した漁業集落に雇用

の創出や所得機会の増大を図るため、新たな漁業又は海業に取り組む者や事業拡大を行う

者を漁業集落が支援する場合に要する一定の経費を支援する。 

成果目標 
漁業集落の漁場の生産力向上にかかる取組や創意工夫を活かした取組の実施により、販売、

生産面で不利な条件にある離島地域の漁業集落の活性化につなげる。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

375,089 375,089 375,089 375,089 375,089 1,875,445 

国県補助事業等の名称、補助率等 

離島漁業再生支援交付金（国 1/2、県 1/4） 

 

具体的な事業 

事業名 水産多面的機能発揮対策事業 実施地域 
旧福江市、旧玉之浦町、旧岐宿町、

旧奈留町 

事業概要 

◎水産多面的機能発揮対策事業 

環境・生態系の維持・回復や安心して活動できる海域の確保など水産業・漁村の多面的機

能の発揮に資する地域の活動を支援することにより、水産業の再生・漁村の活性化を図る。 

成果目標 
藻場の保全や水域の監視、海難救助訓練などにより、水産業の再生や漁業活動の活性化に

繋げる。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

28,350 28,350 28,350 28,350 28,350 141,750 

国県補助事業等の名称、補助率等 

離島漁業再生支援交付金（国 8/10、県 1/10） 
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具体的な事業 

事業名 水産振興奨励事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎五島列島栽培漁業推進協議会負担金 

 栽培漁業を計画的かつ効率的に実施するため、関係市町村及び漁協により組織された「五

島列島栽培漁業推進協議会」を核として、関係者が一体となった組織的な栽培漁業の推進

を図る。また、生産力の維持を図るためカサゴ、クエ、ヒラメ等の地先型種苗の放流によ

り資源の添加を行う。 

成果目標 
種苗放流等による資源の添加及び資源の管理などにより、低水準にある水産資源の回復を図

る。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

3,880 3,880 3,880 3,880 3,880 19,400 

国県補助事業等の名称、補助率等 
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（ウ）特産品の販路の開拓及び拡大 
 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

大都市圏（東京・福岡）での市産品取引

店舗数 

１２２件 

２０２０（令和２）年度 

１５０件 

２０２６（令和８）年度 

大都市圏（東京・福岡）バイヤー招聘に

よる取引成約軒数 

５５件 

２０２０（令和２）年度 

６０件 

２０２６（令和８）年度 

集荷システム構築による売上高 
１２，５９４千円 

２０２０（令和２）年度 

３７，０００千円 

２０２６（令和８）年度 

具体的な事業 

事業名 特産品の販路の開拓及び拡大事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎五島産品プロモーション強化事業 

・五島フェア開催業務 

  市外の飲食店等において五島産品を使用した料理などを提供するフェアを開催 

・バイヤー等招聘業務 

  市外の百貨店・スーパー等のバイヤーや料理人を招聘し、五島産品を取扱う市内生産者 

との商談機会を創出 

 ・商談会出展業務 

  市外で開催される大型商談会に出展し、商談会出展機会を創出 

◎五島産品出荷受付事業 

・島内集荷システムを運用し、市内から市外への物流体制を整えることで、輸送費の縮減 

及び安定供給体制の確立を図る。 

◎五島産品島外販売促進事業 

・複数店舗を持つスーパー、飲食店等において五島産品の宣伝・販売によるフェアを開催 

成果目標 
市外での五島フェア開催やバイヤー等の招聘による地元生産者の商談機会を創出し、五島産

品のブランド化及び販路拡大に繋げ、市内事業者の売上額を増やす。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

49,104 49,104 49,104 49,104 49,104 245,520 

国県補助事業等の名称、補助率等 

離島活性化交付金（国：1/2）、地方創生推進交付金（国：1/2） 

【形成方針】 

大都市圏などの百貨店、スーパー、飲食店等において五島フェアを開催し、農水産物、加工品の

魅力を積極的に発信することにより、市産品のブランド化を図る。 

また、百貨店、スーパーのバイヤー等の招聘や大都市圏などの商談会に出展することにより、市

産品の商談機会を創出するとともに、構築した集荷システムの運用により、物流体制を効率化、安

定化し、販路拡大を図る。 
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（エ）企業誘致、起業支援及び人材育成 
 

 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

有人国境離島法による雇用創出数 
４６２人 

２０２０（令和２）年度 

８２０人 

２０２６（令和８）年度 

誘致企業数 
６件 

２０２０（令和２）年度 

１０件 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 企業誘致推進事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎企業誘致推進事業 

市内における産業の振興と新たな雇用創出を図るため、市内において工場等を新設又は増

設した企業に対し固定資産税の課税免除等を支援する。 

成果目標 
誘致企業数：10 社（令和 8 年度末までに） 

誘致企業正社員数：162 人（令和 8 年度末までに） 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

15,000 11,000 8,500 11,000 8,500 54,000 

国県補助事業等の名称、補助率等 

過疎ソフト 

 

 

 

【形成方針】 

長崎県と連携し、積極的な企業誘致に努めるとともに、特定有人国境離島地域社会維持推進交付

金における雇用機会拡充事業を活用し、新規雇用を伴う創業や事業拡大を支援することで、雇用の

場の創出を図る。 

また、特定地域づくり事業を支援することで、圏域内の複数の仕事を集めて通年の仕事を作り出

し、ＵIターン者などが正社員として安定して働くことができる雇用の場を創出するとともに地域

の人手不足の解消を図る。 
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具体的な事業 

事業名 雇用機会拡充事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎雇用機会拡充支援事業補助金 

雇用増を伴う創業又は事業拡大をおこなう民間事業者等に対して、その事業資金の一部を

補助することにより、市内における雇用の機会を拡充し、定住、定着及び移住の促進を図

る。 

成果目標 
市内に雇用の場が創出され、就職に伴う市外への転居を抑制し、市外からの UI ターンを促

進することで人口増加に寄与する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 1,800,000 

国県補助事業等の名称、補助率等 

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金（国 1/2、県 1/8） 

 
具体的な事業 

事業名 特定地域づくり事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎特定地域づくり事業協働組合事業 

地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律に基づき設立さ

れた、五島市地域づくり事業協同組合は、地域内の複数の仕事を組み合わせて通年の仕事

を作り出し、正規雇用した職員を派遣することで、繁忙期等限られた時期に人手が欲しい

事業者と、正規雇用を希望する求職者の雇用のミスマッチを解消し、若者等の定着とそれ

による人口減少対策に寄与する。 

成果目標 

五島市地域づくり事業協同組合の事業を支援することで、市内外の若者等が安定した雇用の

元で働くことができる環境を作り、UI ターンを推進するとともに、人手不足の事業者へ人材

を供給し、地域経済の活性化を図る。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

24,976 29,218 32,897 35,592 37,977 160,660 

国県補助事業等の名称、補助率等 

特定地域づくり事業推進交付金（国 1/2） 
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⑤ 環境 
（ア）広域的なごみ処理施設等の管理及び運営 
 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

ごみの総排出量 
１３，７４５．９ｔ 

２０２０（令和２）年度 

１１，５８９ｔ 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 ごみの分別及びごみ減量化事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎ごみの分別及びごみの減量化事業 

 循環型社会の構築を進めるため、ごみの減量化やリサイクル推進に向けた住民への啓発活

動を行う。また、リユースフェアや生ごみ処理機等の購入を支援し、ごみの発生抑制を図

る。 

成果目標 
循環型社会の実現に向けて、ごみの分別収集の適正な実施を図り、ごみの減量化、リサイク

ル化を推進する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

52,933 52,933 52,933 52,933 52,933 264,665 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

具体的な事業 

事業名 漂流・漂着ごみ撤去事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎漂流・漂着ごみ撤去事業 

 漂流・漂着する大量の海洋ごみにより環境保全が阻害されていることから、美しい海岸環

境を保持するため、漂流・漂着ごみを撤去し、発生抑制のための交流事業を実施する。 

成果目標 環境に対する意識の向上が養われるとともに、海岸線の美しい景観、環境が保全される。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

102,036 108,015 108,015 108,015 108,015 534,096 

国県補助事業等の名称、補助率等 

長崎県海岸漂着物等地域対策推進事業補助金（県：９／１０） 

【形成方針】 

ごみの発生抑制のため、住民、事業者、行政が連携し、循環型社会システムを構築する。 

また、ごみの分別、保管、収集、運搬、再生及び処分等の合理的なごみ処理体制を確立し、生活

環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。 
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（イ）環境に優しいまちづくり 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

クリーンエネルギー車の普及台数 
１５５台 

２０２０（令和２）年度 

１７０台 

２０２６（令和８）年度 

再生可能エネルギー関連企業の従業員数 
８９人 

２０２０（令和２）年度 

１１２人 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 
再生可能エネルギー分野先端技術開発支

援事業 
実施地域 

旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎再生可能エネルギー分野先端技術開発支援事業 

再生可能エネルギー分野において、AI や IoT などの先端技術を活用した産業振興や地域課

題の解決、かつ、新市場の開拓や地元経済への貢献などに資する取り組みを実施する事業

者に対して、その取組を支援する。 

成果目標 

AI における監視システム、危険な現場作業でのブレードの点検や洋上風車の海中部分におけ

る漁礁として効果の調査などをロボットや IoT の先端技術を活用することで人材不足の解消

や現場作業の効率化を図る。 

AI や IoT 技術を活用した遠隔での人材育成、技術・品質管理体制の構築、これまで蓄積した

メンテナンス映像を活用した VR 疑似体験、教育システムの開発により技術レベルの平準化

を図ると共に、これまで島外事業者に依頼していた業務を市内企業が行えるようにする。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

15,000     15,000 

国県補助事業等の名称、補助率等 

地方創生推進交付金（国：1/2） 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

省エネルギーを推進し、地域の再生可能エネルギーを活用しながら持続可能なまちづくりに取り

組む。 

さらに、電気自動車の導入等を図りながら二酸化炭素の排出抑制に努めるとともに、２０５０年

ゼロカーボンシティの実現を目指す。 
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具体的な事業 

事業名 電気自動車導入促進事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎電気自動車導入促進事業 

電気自動車の普及促進を図り、脱炭素を促進させ、持続可能な社会の実現と観光振興を通

じた交流人口の拡大による地域活性化の両面からゼロカーボンシティの早期実現を目指

す。 

成果目標 

観光客向けに電気自動車約 50 台をレンタカーとして導入しており、市内に EV 用急速充電器

8 基（7 カ所）を整備している。令和 3 年度 4 月時点で市内の自家用車、業務用を合わせる

と EV は合計 155 台。2024 年度までに 160 台（総合戦略）、2030 年度までに 200 台（五島

市気候ｴﾈﾙｷﾞｰ行動計画）を目標としている。今後、さらなる導入促進を図ることでゼロカー

ボンシティの早期実現に寄与する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

2,458 21,527 7,279 7,279 7,279 45,822 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

具体的な事業 

事業名 海洋再生可能エネルギー体験学習 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎海洋再生可能エネルギー体験学習 

海洋再生可能エネルギー関連の視察や体験学習を通じて環境教育の一環として、次代を担

う子どもたちに地域資源を活かした海洋再生可能エネルギーの取組への関心を深め、理解

を促す。 

成果目標 
海洋再生可能エネルギーについて、市内小中学生を対象とした環境教育プログラムを実施し、

啓発活動を行うとともに、将来の五島市を支える人材の育成を図る。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000 

国県補助事業等の名称、補助率等 
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具体的な事業 

事業名 地球温暖化対策事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎地球温暖化対策事業 

市民や子供たちが、地球温暖化による環境問題への関心を高め、将来に引き継ぐべき自然

の価値や地球環境保護についての理解を深めるための啓発活動を実施する。 

成果目標 2030 年における温室効果ガスの 2013 年度比 46％以上削減する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 11,725 

国県補助事業等の名称、補助率等 
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⑥ 防災 
（ア）防災体制の充実 
 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

アットインフォカナル登録者数 
１，６００人 

２０２０（令和２）年度 

６，０００人 

２０２６（令和８）年度 

指定避難所への公的備蓄品配備率 
０％ 

２０２０（令和２）年度 

１００％ 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 防災情報伝達手段の確保 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎防災行政無線保守点検業務委託料 

 市内 205 か所に設置した防災行政無線屋外拡声子局（スピーカ）の保守点検を行う。 

◎防災情報提供システム保守委託料 

 アットインフォカナル、戸別受信機へ情報伝達を確保するための保守点検を行う。 

◎県防災行政無線運営協議会負担金 

 Ｌアラートと連携する県防災行政無線システムの運営費を負担する。システムの更新に合

わせて、令和５年度から市役所内にもシステムを整備する。 

成果目標 
防災情報伝達手段の多様化・多重化を図ることで、住民の誰もが災害情報を受信できる体制

を確保する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

18,450 18,450 18,900 18,900 18,900 93,600 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

防災対策の一層の充実を図るため、有事の際に安全な避難行動及び安心できる避難所運営を行う

ことができるように、自助・共助・公助の観点から、住民と行政が連携した防災体制の充実を図る。 
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具体的な事業 

事業名 災害備蓄品の確保 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎災害備蓄品の確保 

五島市備蓄計画基本構想により、各避難所等に備蓄品を配備し、発災初期において生命の

維持及び生活に必要な物資を確保する。 

成果目標 人口５％の３日分の食糧を各指定避難所等へ配備する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

3,632 3,632 3,632 3,632 3,632 18,160 

国県補助事業等の名称、補助率等 
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（２）結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 
① 道路等の交通インフラの整備 
（ア）幹線道路、生活道路の整備、更新、維持管理及び通学路の整備 
 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

公共土木施設維持保全対応率 
７１．１％ 

２０２０（令和２）年度 

８５％ 

２０２６（令和８）年度 

橋りょうの補修実施件数 

（橋りょう修繕計画） 

４０件 

２０２０（令和２）年度 

５１件 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 市道環境整備事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎道路整備事業 

◎舗装修繕事業 

◎小規模構造物補修事業 

◎橋梁補修事業 

地域間を結ぶ主要幹線道路の整備充実を図るとともに、日常生活に身近な生活道路の整備

を行い、自転車及び歩行者の安全を確保する。 

成果目標 
道路環境の整備により交通ネットワークを強化し、市民の利便性の向上や地域の活性化及び

生活環境の改善を図る。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

683,137 489,000 429,400 429,400 429,400 2,460,337 

国県補助事業等の名称、補助率等 

・防衛施設周辺対策事業 （国：70／100） 

・社会資本整備総合交付金事業 （国：68.4／100） 

・道路メンテナンス事業 （国：68.4／100） 

 

 

 

【形成方針】 

住民生活や地域産業等を支える交通ネットワークを整備、更新、維持し、地域間の円滑な交流を

促進する。 

また、通学路を整備し、歩行者の安全性の向上を図る。 
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② 地域公共交通 
（ア）地域公共交通ネットワークの構築 
 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

陸上交通機関（路線バス、乗合タクシー）

利用者数 

３４９，８８４人 

２０２０（令和２）年度 

３７５，８４８人 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 新生活交通運行事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎三井楽地区新生活交通維持事業費補助金 

◎岐宿地区新生活交通維持事業費補助金 

◎奈留地区予約制乗合タクシー運行事業費補助金 

◎久賀島地区乗合タクシー運行事業費補助金 

地域の移動制約者の交通手段を確保するため、乗合タクシーを運行している事業者に対し 

て財政支援を行う。 

成果目標 
基幹交通との結節点や日常生活に欠かせない行先まで容易に移動できるようにし、交通弱 

者の移動にかかる負担を軽減する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

8,584 8,584 8,584 8,584 8,584 42,920 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

圏域における公共交通機関の課題を検証しながら、路線バスやコミュニティバス等の運行調整や

航路及び航空路との連携強化など、各地域の実情に即した、効率的で利用しやすい地域公共交通ネ

ットワークの構築を図る。 
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具体的な事業 

事業名 バス路線維持確保事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎バス路線維持費補助金（福江島） 

◎バス路線維持費補助金（奈留島） 

地域の基幹交通である路線バスの運行を維持・確保するため、赤字となっている路線バス

を運行している事業者に対して財政支援を行う。 

成果目標 バス事業者が不採算生活路線を維持・確保し、地域住民の交通手段の確保に寄与する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

118,000 118,000 118,000 118,000 118,000 590,000 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

具体的な事業 

事業名 電話予約制乗合タクシー運行事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎電話予約制乗合タクシー「チョイソコごとう」運行負担金 

日常生活における移動の維持・確保を図るため、利便性が高く、効率的な電話予約制乗合

タクシーの運行に対する支援を行う。 

成果目標 地域住民の利便性の高い交通手段の確保に寄与する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

46,444 46,444 46,444 46,444 46,444 232,220 

国県補助事業等の名称、補助率等 
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具体的な事業 

事業名 地域公共交通活性化再生事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎市地域公共交通活性化再生協議会負担金 

将来にわたり持続可能な交通体系の維持を図るため、交通事業者や各種団体からなる協議 

会において、現状の問題・課題を整理し、今後の取り組むべき施策・事業を策定する。 

成果目標 
地域経済の活性化を実現するダイヤを編成し、市民生活の利便性の向上を図り、コスト削減

等による経営の効率化を促進する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

1,843 1,843 1,843 1,843 1,843 9,215 

国県補助事業等の名称、補助率等 
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③ デジタル・ディバイドの解消へ向けた ICT インフラ整備 
（ア）地域住民の利便性の向上 
 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

ホームページアクセス数 
１，４０１，５１８件 

２０２０（令和２）年度 

１，６００，０００件 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 情報送受信体制構築事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎情報送受信体制構築事業 

五島市ではインターネットや SNS、スマートフォンアプリを利用して、新型コロナウ

イルスに関する情報などの情報発信を行っているが、高齢者など一部の市民はその情

報の受信・閲覧・利用が出来ていない状況である。 

そのため、情報の受信などが出来ないことによる情報格差（デジタル・ディバイド）

を解消し、誰一人取り残さず、全ての市民がデジタル化のメリットを享受できるよう、

スマートフォンの講習会などを行う。 

成果目標 

今後、オンライン行政手続きやキャッシュレスが進んでいくが、高齢者などデジタル機

器（スマートフォン等）に不慣れな人などには利用が進まず、利用率の向上にもつなが

らない。そのため、まずはデジタル機器に慣れ親しんでもらい、全ての市民がデジタル

化の恩恵を享受できるような環境を構築する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

1,169 2,300 2,300 2,300  8,069 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

市民が居住地にかかわらず、医療、介護、防災、交通、農林や観光産業などあらゆる分野におい

て、いつでも等しくさまざまなサービスや情報を享受できるよう、Ｗｉ-Ｆｉ（公衆無線ＬＡＮ）、

ＬＰＷＡ（Low Power Wide Area：省電力広域無線）、５ＧなどといったＩＣＴインフラの整備・活

用を進めるとともに、情報の発信・交換のできる環境の構築を行い、誰一人取り残されないデジタ

ル社会の実現に向けて、デジタル・ディバイドの解消に必要な施策を講じる。 
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④ 地域の生産者や消費者等の連携による地産地消 

（ア）地産地消の推進 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

学校給食における地場産物（野菜）利用

量割合 

３６．０％ 

２０２０（令和２）年度 

４３．０％ 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 
五島市生活研究グループ連絡会補助金事

業 
実施地域 

旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎五島市生活研究グループ連絡会補助金事業 

地産地消イベントや地場産品の PR、市内学校への郷土料理普及活動を行っている五島市

生活研究グループ連絡会への運営経費を助成する。 

成果目標 地産地消を推進し、五島の伝統的食文化を後世に伝える。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

17 17 17 17 17 85 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 

具体的な事業 

事業名 水産振興奨励事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 
◎水産振興奨励事業 

市内の小中学校や高校において、料理普及活動及び学習会を行う。 

成果目標 地産地消が推進し、五島の伝統的食文化を後世に伝える。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

107 107 107 107 107 535 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

【形成方針】 

地元農水産物をより安全に供給できるシステムの強化を図るとともに、学校給食、病院、福祉施

設等との連携により、安定的な利用の促進を図る。 

また、圏域全体での農水産物の販売推進や道の駅、農産物直売施設等と連携した地産地消の取組

を進める。 
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⑤ 地域内外の住民との交流・移住促進 

（ア）関係人口の拡大及び移住に向けた受入体制の充実 
 

 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

４０歳未満のＵＩターン者の移住者数 
１５８人 

２０２０（令和２）年度 

２２５人 

２０２６（令和８）年度 

空き家バンクの成約軒数 
４１軒 

２０２０（令和２）年度 

３３軒 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 ＵＩターン促進事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎ＵＩターン促進事業 

◎関係人口創出事業 

五島市の移住情報及び暮らしに関する情報を集約し、移住希望者に対し幅広く発信する。移

住相談会の実施や短期滞在住宅・空き家バンクの運営、広告運用、広報素材の制作等を行う。 

成果目標 ワンストップ窓口を利用した移住者数を年間 300 人とする。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

72,616 76,028 76,028 76,028 76,028 376,728 

国県補助事業等の名称、補助率等 

離島活性化交付金（国 1/2） 

地方創生推進交付金（国 1/2） 

社会資本整備総合交付金（国 47.5％） 

滞在型観光コンテンツ創出事業（国 1/2） 

 
 
 
 

【形成方針】 

少子高齢化や人口減少の対策として、圏域内への移住促進を図るため、若年層を中心とした移住

希望者への情報発信を行うとともに、農林漁業体験や宿泊体験などを通じて、都市部との関係人口

の拡大を図る。 

また、移住に向けた仕事や住居探しの拠点となる短期滞在住宅の充実を図るとともに、空き家情

報を収集した「空き家バンク」を運営し、移住促進の受け皿となる住宅の確保に努める。 
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⑥ その他 
（ア）滞在型観光の推進 
 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

観光入り込み客数 
１２３，７０３人 

２０２０（令和２）年度 

３００，０００人 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 滞在型観光促進事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎観光需要拡大誘客事業 

 ・全国各地から福江空港へのチャーター旅行商品の造成 

・旅行業者又はメディア招聘による旅行商品造成及び情報発信 

◎地域資源を活用したコンテンツ造成 

 【歴史・文化】国境の島・日本遺産等をテーマとしたコンテンツの造成 

【食】地元食材と酒を活用したコンテンツの造成 

【自然】サイクリング周遊コースの造成、イベント実施 

お手軽釣りパッケージプランの造成、旅行商品化、イベント実施 

◎受入体制の整備 

 おもてなし向上に向けた研修会、勉強会の実施、観光ガイドの育成 

◎デジタル化社会実現のための環境整備 

 ・五島版 MaaS 開発事業  移動手段の改善や移動に関するデータの利活用によって、観 

光産業の発展や交流人口の増加、来訪者の消費額の増加を図る。 

◎観光 PR 情報発信 

 ・宿泊予約サイトのデータを活用した情報発信と観光客動向の調査・分析 

 ・五島列島全国ＰＲプロモーション事業 テレビ・雑誌・ネット、現地での情報発信 

◎インバウンド誘致事業 

 ・インバウンド受入体制の整備（ガイド育成、プログラム造成等） 

・外国人に対する情報発信 

成果目標 

五島市ならではの魅力を活かした体験コンテンツ等を含む旅行商品の造成を通じて、全国各

地からの誘客を図るとともに、効率的な情報発信を図ることで、滞在時間・滞在日数の長期

化に繋げ、観光消費額を増やす。 

【形成方針】 

世界遺産や日本遺産、ジオパークなどの魅力ある歴史・文化や貴重で豊かな自然、恵み豊かな食

などの地域資源を活用し、独自性のある魅力的な着地型旅行商品の造成、周遊ルートの整備、滞在

プランの企画・開発に取り組む。 

また、情報を効果的に発信し、国内外の観光需要の取り込みを図る。 
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事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

102,170 102,170 102,170 102,170 102,170 510,850 

国県補助事業等の名称、補助率等 

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金 （55/100） 

地方創生推進交付金（1/2） 
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（イ）圏域内外の交流を促進する本土間航路・航空路の充実 
 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

航路利用者数（基幹航路） 
２６７，８９６人 

２０２０（令和２）年度 

６３０，０００人 

２０２６（令和８）年度 

空路利用者数 
７１，８１２人 

２０２０（令和２）年度 

２２０，０００人 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 国境離島航路・航空路運賃軽減事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎国境離島航路・航空路運賃軽減事業 

本土から遠く離れ、交通に要する時間や費用の負担が大きいことから、住民・準住民の航

路・航空路の運賃を、ＪＲ運賃並、新幹線運賃並に引き下げる。 

成果目標 航路・航空路利用者の増加 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

97,269 97,269 97,269 97,269 97,269 486,345 

国県補助事業等の名称、補助率等 

有人国境離島法に基づく特定有人国境離島地域社会維持推進交付金事業 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

市民生活の安定、交流人口の拡大、産業振興を図るため、国、県及び運航会社と連携し、本土間

航路・航空路の充実、利便性の向上を図る。 

また、特定有人国境離島地域社会維持推進交付金における航路・航空路運賃低廉化事業について、

観光客等の全ての利用者が運賃低廉化の対象となるように国及び県に要望していく。 
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（３）圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 
① 地域づくりに資する活動の促進 
（ア）地域づくり活動の促進 
 

 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

新たな地域課題解決に向けた取組 
３６件 

２０２０（令和２）年度 

３９件 

２０２６（令和８）年度 

地域おこし協力隊の定住率 
５０．０％ 

２０２０（令和２）年度 

６０．０％ 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 地域の絆再生事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、旧

三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎地域の絆再生事業 

地域住民と行政の協働によるまちづくりを推進するため、住民同士が互いに支え合う「地域

の絆」の再生を図るとともに、市民力を結集し、地域の特性を活かしたまちづくりを推進す

る。 

成果目標 
地域の住民等が身近な課題を自主的に解決し、地域の個性を活かして自律的にまちづ

くりを行う。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

42,722 42,722 42,722 42,722 42,722 213,610 

国県補助事業等の名称、補助率等 

過疎債 

 

 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

地域の住民等が身近な課題を自主的に解決し、地域の個性を活かして自律的にまちづくりを行う

ことを目的として設立したまちづくり協議会の取組への支援を行う。 

また、組織力強化や人材の発掘及び育成を通じて、地域住民の生活の質の向上及び課題解決型な

どの地域づくりに資する活動の促進を図る。 
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具体的な事業 

事業名 地域おこし協力隊事業 実施地域 
旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、旧

三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎地域おこし協力隊事業 

「特定の地域課題解消のための人材」及び「経験者や有資格者」のように明確な目的をもっ

た地域外の人材を積極的に配置し、地域に居住のうえ、地域内に外部の視点や新たな発想を

取り入れ、価値の創造や地域課題の解消、地域活性化につなげる。 

成果目標 
価値の創造や地域課題の解消、地域活性化などの地域協力活動を行いながら、その地域への定

住・定着を図り、地域力の維持・向上を図る。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

19,071 19,071 19,071 19,071 19,071 95,355 

国県補助事業等の名称、補助率等 
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（イ）外部人材の活用 
 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

地域課題に向けた大学との連携事業数 
４事業 

２０２０（令和２）年度 

１７事業 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 
長崎大学「離島・へき地医療学講座」支

援事業 
実施地域 

旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、 

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎離島・へき地医療学講座寄付金 

長崎大学大学院が開設した「離島・へき地医療学講座」において、離島地域における研究

拠点として、地域医療の研究及び地域医療情報共有・活用システムの研究開発及び健康、

疾病に関する疫学的調査研究を支援する。 

成果目標 
離島において、地域保健、地域医療を学べる環境を整備することにより、離島・へき地医療

の向上に寄与する人材の育成や医療従事者の確保に繋げる。 

事業費 

（千円） 

R4 R5 R6 R7 R8 計 

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 100,000 

国県補助事業等の名称、補助率等 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【形成方針】 

「国立大学法人長崎大学と五島市の連携に関する協定」に基づき、地域資源の有効活用と両者の

緊密な連携や協力により、離島地域の活力を育む人材の育成を図る。 
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（ウ）本庁、支所の機能の充実、職員の資質向上 
 

 

 

 

 

施策の成果指標 

指標 現状値 目標値 

窓口サービス市民満足度 
９２．４５％ 

２０２０（令和２）年度 

９２．４５％ 

２０２６（令和８）年度 

 

具体的な事業 

事業名 
市民と協働してまちづくりが行える職員

の育成 
実施地域 

旧福江市、旧富江町、旧玉之浦町、

旧三井楽町、旧岐宿町、旧奈留町 

事業概要 

◎市民と協働してまちづくりが行える職員の育成 

・職場内研修（ＯＪＴ）の開催 

・職場外研修（ＯＦＦ-ＪＴ）の開催 

・自己啓発（ＷＥＢ研修等）の推進 

成果目標 
市の職員であるということに自覚を持ち、これまでにも増して個人の能力開発や意識改革に

積極的に取り組み、身につけた能力を業務の中で常に発揮する。 

事業費 

（千円） 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 計 

7,184 7,184 7,184 7,184 7,184 35,920 

国県補助事業等の名称、補助率等 

  

 
  

【形成方針】 

圏域の活性化や住民サービスの向上を図るため、自治体ＤＸを推進する。また、職員研修、人事

交流を行うことにより、行政職員の業務遂行能力の向上を図る。さらに、本庁、支所が連携し、事

務の効率化、改善等の取組を行い、行政サービスの向上を図る。 

 



 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

共生ビジョン事業一覧表 
（別冊） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

この別冊は、五島市定住自立圏共生ビジョンの「７．定住自立圏

形成方針に基づき推進する具体的な取組」における具体的取組の事

業費等を一覧にまとめたものです。 
事業費については現時点のものであり、今後の見直し等の中で、

金額や実施時期等が変わる場合があります。 
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